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　経済のグローバル化、情報化、ネット化に従って、大都市群はロー
カル経済の重要な特徴となっている。また、ローカル経済の一体化を
背景に、大都市群の発展は、その国の国際競争力に直接影響 してい
る。
　常住人口の国際的基準によると、2009年に中国総人口に占める都
市人口の比率は46.6%になった。それは世界の同水準の国と比べれ
ば、2ポ イント低いものであるが、中国の都市化力噺 しい段階に入っ
ていることは間違いない。中国経済の発展につれて、中国政府も各地
方政府も大都市群の建設を、経済を促進する主要な戦略にしている。
　2001年6月7日に中国政府は 「全国主体功能区企画(以下 「企画」
と略称する)」を発表 した。それは中国全土を 「4つの主体功能区」
と 「3大構造」に発展させる計画である。
　先ず、「4つの主体功能区」は、最適化する開発区域、重点的に開
発する区域、開発を制限する区域、開発を禁止する区域からなってい
る。①最適化する開発区域 とは、比較的経済が発達 し、人口が密集
し、都市開発強度が高く、資源環境問題が多い区域であり、工業化と
都市化の開発を最適化する区域である。例えば環渤海区域(京津翼
(河北省の省都である石家庄)、遼中南、山東半島地区)、長江デルタ
区域 と珠江デルタ区域である。②重点的に開発する区域とは、一定程
度の経済基盤を持ち、資源環境の積載能力が高く、発展の潜在力が大
きく、人口と経済の集積条件が有利な地区であり、重点的に工業化と
都市化の開発を行う区域である。基本的に各省に重点開発区域を一つ
持つように企画されている。③開発を制限する区域は2つに分けられ
ている。一つは農産品の主要産地であり、もう一つは重要な生態功能
区である。④開発を禁止する区域とは各種の自然文化資源保護区域及
びその他の特別に保護する必要があり工業化 と都市化の開発が禁止さ
れている区域である。
　次に、「3大構造」は主に次の3つ の部分から成 り立っている。①
「両横三縦」を主体とする都市化構造の構築である。すなわち東部沿
海都市群の開発を最適化する上に、中西部における自然環境の積載能
力が比較的強い区域において、新しい都市群を建設し、経済成長を東
から西に、南から北に広げていくことである。② 「7区23帯】」を主
体とする農業構造の構築である。③ 「両屏三帯2」を主体とする生態
安全構造の構築である。
　上記の 「3大構造」の企画において、大都市群を建設するサイドか
らみれば 「両横三縦」という計画は未来の中国における大都市群の配
置に対する中国政府の基本政策であるため、重要ないし現実的な意義
を持ち、注目すべ きである。
2.「両横三縦」の都市化構造
　中国の都市化は今、加速する時期に入っている。都市化率は年平均
0.9ポイント上昇し、同時期の世界において都市化規模が最大の国で
あ り、発展のスピー ドも最も速い国のひとつである。
　 しかし、都市化が迅速に前進 したことによって、都市空間配置の非
合理性で生じた 「都市病」も次第に表面化するようになっている。
　中国国家統計局のデータによると2009年に中国の城鎮人口は6億
2186万、全国総人口の46.6%を占め、2005年より3.6ポイント高まっ
た。都市化が最も進んだ都市は上海で、8&6%である。その次は北京
と天津で、それぞれ85.0%と78.0%になっている。2009年末現在、中
国は 「地級市刻 及び 「地級市」以上の都市(市管轄の区を含み、市
管轄の県を含まない)の 数は287個で、その総人口は3億8128万、
2005年より5.1%増、平均毎年1.2%増、全国総人口の28.6%を占め、
「十五」期末より1ポイント上昇した。人口規模が500万を超えた都
市は11個で、2005年より2個増えた。そのうち、重慶、 ヒ海、北京
の人口は10007を超えている。
　「両横三縦」計画の主な内容は下記の通りである。
　第一、3つの 「巨大城市群(環渤海(京津翼、遼中南、山東半島)、
長江デルタ、珠江デルタ)」を最適化に向けて発展させることである。
　第二、重点的に8つの大都市群を発展させることである。8つの大
都市群 は口合長(黒 竜江、陰大斉 と吉林の長吉)、閾東南、江准、中
原、揚子江中部(長株潭、武漢都市圏、昌九)、関中平原、成1(C、北
部湾地区である。計画では8つ の大都市群の人口規模は、それぞれ
3000万～6000万になると推計 している。各大都市群の人口を平均
5000万として計算すると、8つ の大都市群は合計4億 余の入口を集
めることができる。
　第三、その他の都市化区域を発展させる。即ち翼中南、太原都市
圏、呼包郡楡、貴陽都市圏、昆明都市圏、藏中南、蘭州一西寧、寧夏
沿黄、新彊天山北披区域などである。
　第四、陸路の国境港の都市を発展させる。即ち丹東、図伯、緩募
江、黒河、満洲里、二連浩特、伊寧、喀什、日喀測、瑞麗、河口、免
祥、東興等の都市である。
　上記の4つの都市空間発展の計画が実現できれば、将来、中国の都
市部に10億の都市人口が集まることができ、基本的に2030年、中国
の人口が14.6億のピークを迎えるときの対応、または都市化が65%に
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図1　都市化構造図
達成するときの都市空間の需要を満たすことができる㌔
　中国は改革開放を実施してから巨大都市の数が急増 した。それは都
市化がハイスピードで進められた大きな特徴である。それらの大都市
は所属区域の経済発展の柱であり、中国経済に占める比率が高 く、地
域経済活動において、組織、技術、イノベーションなどの面で重要な
役割を果たしている。統計によると、今、中国55の巨大都市の人口
は中国の都市総人口の30.12%を占め、経済の総量も全国の55.85%
(2006年のデータ)で、全国の大半の教育と科研資源を集約している。
　2006年中国55個の巨大都市の空間配置状況を分析すると華東地域、
中南地域に巨大都市が最も多 く、総数の58%を占める。巨大都市は、
中国の6大 地区での分布状況をみると、東部沿海地区に33個で最も
多く総数の55%を占める。その次は中部地区で9個 。東北地区と西
部地区はそれぞれ8個 である。中国の主な大都市群サイドからみれば
長江デルタ、珠江デルタ大都市群に巨大都市の数がそれぞれ7個、京
津翼大都市群に5個、山東半島大都市群に4個、東北地区に8個であ
る。以上5つ 大都市群の合計で巨大都市の数が31個で総数の56%を
占める。
　中国の都市化は加速する傾向が強いが、まだ大都市群の発展と形成
過程にあることは言うまでもない。長期にわたって地方保護主義、行
政区画による地方分割などの影響を受け、長い間、中国において本当
の意味の区域経済合作と統一の都市企画がなかったのである。2005
年に珠江デルタの形成による大都市群の誕生をきっかけに、その後の
長江デルタ大都市群の大発展につれて、大都市群の建設と発展は中国
の経済発展のひとつの傾向になっている。
　本論文では主に第1、3つ の巨大都市群の最適化発展計画において
最も競争力 と潜在力を持つ長江デルタ巨大都市群の発展 と現実問題。
第2、比較的不確実であると疑問視されている環 勃海湾巨大都市部の
発展 と現実問題。第3、重点に発展する8つの大都市群の発展計画に
おいて 「中部の飛躍」の発展を牽引する役割を担う長江中部大都市群
の発展と現実問題について分析する。
表1　2006年末現在中国巨大都市と区域配置の状況
区域
東北
華北
西北
中南
華東
西南
都　　市　　の　　名　　前
藩 陽 、 大 連 、 長 春 、 吉 林 、 チ チ ハ ル 、 ハ ル ビ ン、 撫 順 、 鞍 山
北 京 、 天 津 、 石 家 荘 、 唐 山、 郡 鄭 、 太 原 、 包 頭 、 大 同
蘭 州 、 西 安 、 ウ ル ムチ
武 漢 、 鄭 州 、 長 沙 、 広 州 、 深 瑚 、 汕 美 、 佛 山 、 洛 陽 、 南 寧 、 湛 江 、 江 門、 茂 名 、 恵 州
上 海 、 南 京 、 杭 州 、 寧 波 、 蘇 州 、 無 錫 、 南 昌 、 合 肥 、 福 州 ア モ イ 、 徐 州 、 済 南 、 青 島、 溝 博 、 煙 台 、1窩折 、 准 安 、 宿 迂 、常 州
成 都 、 重 慶 、 昆 明 、 貴 陽
数
8
8
3
13
19
4
出所:2006年全国都市及び人口統計資料。
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3.長江デルタ巨大都市群
　長江デルタは巨大化し,今の中国において経済発展し最も活力を持
ち、なおかつ競争力を持っている区域である。この区域は上海を牽引
車とし1捌工省と江蘇省を覆っている。経済の地理的な概念として、2
つの説明方法で分けられている。一つは広い意味での江蘇省、漸江省
と上海からなる長江デルタ経済区域の概念である。もう一つは狭い意
味での長江デルタであり、江蘇省、漸江省、上海3つ の地区の16の
都市からなっている。即ち上海市、江蘇省の南京、蘇州、無錫、常
州、揚州、鎮江、泰州、南通の8つの都市と漸江省の杭州、嘉興、湖
州、寧波、商工、舟山、台州の7つの都市である。本論文で使った長
江デルタは狭い意味での概念である。
　長江デルタ巨大都市群は全国土地の1%を 占め、長江デルタ経済活
動分析報告によると、2010年、この区域の16都市の経済総量は7兆
元(RMB)弱になり、中国全国におけるGDPの20%に寄与 した6。
(一)特　徴
　第一、経済の順位が明確である。2009年の16都市のGDP順位は
階段のように分布している。要するに上海の発展水準は最 も高い。
GDPは他の都市よりかなり高い水準にあ り、蘇州、杭州、南京、寧
波は第2ラ ンクであるのに対し、南通、常州、紹興、台州、嘉興、揚
州、鎮江などは第3ラ ンクである。それに湖州と舟山の経済水準は区
域において一番低 いランクである。つまり、全体では両端が少なく、
中間が大 きいという分布の特徴がみられる。
　第二、都市の首位度が高い。都市経済学は、一つの区域または国の
都市首位度が、ある程度都市体系における都市人口の最大都市への集
中度(Sassen　S.　The　Global　City[M].　Princeton,　NJ:Prince一
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図2　2009年長江デルタ16都市のGDP総額の分布状況
出所:「長江デルタ都市群のネット化の発展に関する研究」
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　 図3　2009年長江デルタ16都市人口の分布の状況
出所:「長江デルタ都市群のネット化の発屡に関する研究」
　　 昌康媚,王媚《中国ソフト科学》2011年第8期
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ton　University　Press,1991)を表すと指摘している。図3に示 され
ているように上海の人口は明確に区域内のその他の者肺 人口よりかな
り多 く、典型的な首位度分布になっている。
　 第三、産業集約度が腐い。長江デルタ大都市群の産業構造の特徴に
おいて上海は、第2次 産業が主に食品製造、煙草製造、石油加工、
コークス製造及び核燃料の加工、交通輸送設備製造に集中し、第3次
産業は資本集約型と港型に関連する情報、金融、ビジネス、科学技術
研究、コンピューターサービスとソフ トウェァ、卸小売業、リースと
商務サービス業などの産業が長江デルタにおいて主導的な位置づけに
なっている。江蘇省は採鉱業、化学原料、金属製錬、通用設備制造、
通信設備など資本集約型重工業製造部または技術型製造業が長江デル
タにおいて重要な位置づけになっている。漸江省は飲料製造、紡績、
木材家具製造、製紙 ・印刷業、化学繊維製造、ゴム製造等労働集約型
の製造業で集約効果をあげている。
　上記のように長江デルタ区域の分業構造は、はっきりとしている。
上海は第3次産業と高級サービス業を牽引し、江蘇省は大部分の資本
集約型 と技術集約型の製造業を担っており、漸江省は基礎加工業を最
も多 く担っている。
　第四.経 済関連性が高い。長江デルタ巨大都市群における16都市
間の首位度と産業集約度が高く、かつ経済関連性が筒 いという特徴が
区域経済の一体化に強い基盤を打ち立てた。いわゆる経済関連性が高
いということが上海を中心に、蘇州と杭州などを重要な 「中枢」に、
鎮江などを新しい市場間の密接な関係のネットワークとしている。
(二)発展の潜在力
　第一、交通の利便性。長江巨大都市群の都市規模の分布は、明らか
に軸としての特徴を持っている。重要なノー ド都市は濾 ・寧(上海南
京)、濾 ・杭(上 海杭州)、杭 ・南(杭州寧波)の3つ の交通軸線に分
布されており、「之」という形の都市空間の構造を形成 している。そ
の中で、濾 ・寧、杭は3大ノード都市であり、3大都市をつなぐ寧 ・
濾 ・杭 ・雨の鉄道、i寧、濾杭の高速道路、水路、パイプ等は都rli分
布の主な軸である。沿線都市の密集と分布が比較的平均的である。
30キロメー トルごとに一つの都市があ り、大中小都市が段階的に発
展する都市帯が形成されている。2004年のデータによると、長江デ
ルタ都市群において人口50万以Lを持つ11個の都市の中で、8個 の
都市が軸線上にある。交通の便利さで軸の沿線の都市間にヒ ト、モ
ノ、情報などの面の交流が強化された。便利な交通連絡 と交通インフ
ラ建設が長江デルタ巨大都市群の形成に重要な基盤的な保障を与え
た。
　第二、分業、協力及び互補関係が明白である。都市群の形成に一つ
の重要な内包的条件が必要である。それは都市群の各都市間に合理的
な分業、協力及び互補関係が成 り立つことである。長江デルタにおけ
る諸都市は上海を軸に、分業、協力または互補関係がはっきりした経
済圏を形成 し、有効に外延に輻射 している。第1輻射圏は蘇州、無
錫、杭州と寧波である。第2輻射圏は南京、嘉興、紹興、常州、鎮江
である。第3輻射圏は揚州、南通と舟山である。3つの輻射圏の都市
は違った需要から上海に呼応して、主動的に上海の輻射効果を受けて
いる。
　上海は長江デルタの中心都市であり、この区域の経済と社会発展の
成長の核心として区域の経済と社会資源を割り当てる役割を発揮し、
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出所:上 海市都市計画設計研究院ホームページ(2007-2020)
「区域合作傾向のもとでの長江デルタ都市群空間発展における上
海の戦略に対する思考」楊秀干静 『江蘇都市企画』2011年第1期
国際経済、貿易、金融収支を建設する重責を担っている。近年におい
て上海は産業構造の調整を進めたため、製造業をメインとする産業構
造は第3次 産業をメインとする産業構造に転換 しつつある。上海は
今、多国籍企業、大型金融機関本部、研究開発センターを立地する所
になっており、国際経済、金融、貿易と水上運輸という4つの中心地
の建設を推 し進めている。上海の産業構造の調整が周辺の都市に与え
る影響は主に下記の通 りである。
　第一、長江デルタ巨大都市群の各都市間で合作モデルの革新を引き
起こしている。第二、長江デルタ巨大者肺 群の各都勅 泊 らの比較優
位に基づき完全な産業チェーンの整備を推し進め、上海を牽引車 とす
る合理的な分業合作体系を形成させている。中国において、今現在3
つの巨大都市群の分業合作体系の建設現状からみると、長江デルタ巨
大都市群の分業合作関係が最も明確で、その成 り行きも良好である。
分業合作関係は区域一体化及び区域統一 ・大市場建設の重要な前提条
件である。長江デルタ巨大都市群は分業合作関係の良好的な発展傾向
が区域都市群の一体化を加速しただけでなく、長江デルタ区域を中国
において経済の活力が最も満ちた区域にしている。
　大都市群の中心都市の役割は主に集約効果と拡散効果にある。集約
効果は一般的に2つの内容を持つ。まずは企業規模 と産業集中に関係
する内部と外部経済である。その次は、社会、経済要素が都市空間に
集約することと、その相互作用による経済効果である。
　上海は長江デルタ巨大者肺 群の 「龍頭」都市として集約効果と拡散
効果をよく発揮することができた。それに加え、長江デルタ区域の一
層の強い発展と潜在力が中国の改革開放以来、沿海部を主体とする外
需主導型の経済発展モデルに応 じた結果だと言えるのではないだろう
か。今、中国は外需主導型の発展モデルから内需主導型発展モデルへ
のモデルチェンジを推 し進めている。但 し、経済発展モデルの転換は
極めて複雑ないし屈折の多い過程である。それに中国の経済の継続的
な発展には、外需と内需が共に必要とする発展モデルをとらなければ
ならないと思 う。今までの外需主導型の発展モデルに傾斜しすぎた発
展経路は間違っている。しかし外需を捨てて、内需だけを強調する発
展モデルの選択が正しいのではない。多様な発展経路をとるべき中国
経済発展モデルの選択に対 して、外需と内需をバランスよくすること
の重要性を主張すべ きであり、この主張からいえば上海を 「龍頭」と
する長江デルタ巨大都市群は中国経済のトップに立つ優位と活力が維
持されていくであろう。内需拡大という目標が達成できるとしても、
長江デルタ区域の中国経済における核心的な位置づけが動揺すること
はないであろう。それは、この区域の 「自然稟賦条件」(天性の条
件)があまりにも優れていて、なかなか超えることができないのでは
ないかと思われるからである。もちろん、そうだとしても全力を挙げ
て努力しなければならない。
4.環渤海巨大都市群
環渤海巨大都市群は京津翼、遼中南、山東半島地区からなってお
り、その核心主体は京津翼大都市圏である。
(一)京津翼大都市群
　京津翼大都市群は中国経済発展計画においてずっと重点とされてき
た。京津翼区域は地理的な優位性を用い、専門人材が豊富で技術レベ
ルが進んでいるため、この区域は中国北方地区の経済発展の主流であ
り、中国経済発展においても重要な 「増長極」となっている。
　京津翼大都市群は主に北京、天津及び河北の石家荘、唐山、保定、
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中国における 「都市化発展の構造」計画について 73
A翻繕
験
灘灘
蜘 蓋
慾 驚1
譲離
華勲
獺
?
ているし、区域の優位を十分に発揮できなかったことを問題視すべき
であり、その原因の究明が必要である。
　　　　　 メ識 　　　触
　 　 　 　 　 　茜
農　　 澱　　蓋鱒紬　凪_㎞ 細_繍
?
　　　　蒙驚舶
　 　 へむ
譲ご　 瓢緯
図6　遼中南大都市群の区域図
秦皇島、廊坊、槍州、承徳、張家口、邪台、部邸の10個の都市が含
まれている。京津翼大都市群の土地面積は18万3704平方キロで全国
総面積の19%を占め、人口は7605.13万で5,79%を占めている。
　京津翼大都市群は首都である北京と直轄市である天津を主体として
いるため、経済発展において他の大都市群 より豊富な政治資源とエネ
ルギー資源の優位性を有している。ところが、大都市群サイ トからみ
れば、京津翼大都市群の発展はその他の大都市群よりその発展が遅れ
(二)遼中南大都市群
　遼中南大都市群は中国東北地区の南部、遼寧省の中南部にあり、渤
海に瀕し、京津翼大都市群、山東半島とともに環渤海経済圏を形成 し
ている。
　遼中南大都市群は藩陽、大連を中心に、鞍山、撫頂、本漢、丹東、
遼陽、菅口、盤錦、鉄嶺等が含まれている。当区域は都市の密度が高
く、工業レベルが高い。工業体系が整っており、都市化の水準も高い
ので、中国の重要な装傭製造センターとなっている。遼中南地区の工
業化は70年の歴史を持ち、工業化の進展に従って中部都市密集圏と
「藩大都市ルー ト」となった。遼中南地区の土地総面積は東北地区の
12.25%、総人口は東北地区の28.517%、GDP総額 は東北地区の
49.03%を占めている。
　当区域は中国において経済が最も発達 している中心地域のひとつで
あり、広い東北奥地と経済集約の基本条件を用いているが、大都市群
と区域一体化サイドからみれば、当区域の小 さな都市化の発展は比較
的遅れていて、郷村地区の都市化は南方地区より、かなり遅れてい
る。
(三)山東半島大都市群
　山東半島大都市群は済南と青島を始め、煙台、潤博、威海、灘坊、
束営、日照等8個の都市からなっている。この区域は、LL凍省の主な
優位資源と先進生産力が集まり、中国の東北及び韓国との関連が緊密
である。1992年、中華人民共和国が韓国と外交関係を結んでから多
くの韓国企業が当区域に進出し、今20万を超える韓国人がこの地区
で生活 している。
　2008年に発表された 『中国都市競争力報告』青書によると、山東
半島大都市群の総合指数は長江デルタ大都市群、珠江デルタ大都市群
表2　2007年三大経済圏の経済発展の比較
地　区
全　国
北　京
天　津
河　北
遼　寧
由　東
環渤海区域
占全国(%)
長江デルタ
全国を占める(%)
珠江デルタ
全国を占める(%)
環渤海:長 江デルタ
環渤海:珠 江デルタ
土地面積
(万km)
960
1.7
1.2
18.8
14.8
15.7
52.1
5.4
21.3
2.2
18
1.9
2.5
2.9
総人口
(万人)
132129
1633
1115
6943
4298
9367
23356
17.7
14543
11.0
9449
7.2
1.6
2.5
GDP
(億元)
249530
9353
5050
13710
11023
25966
65103
26.1
56710
22.7
31084
12.5
1.1
2.1
三次産業構造
11.3　:4&6:40.1
1ユ　:26.8;72.1
2.2:57.3　:40.5
13.2:52.8:34
1!!.3:53.1　:36.6
9.7:56.9:33.4
8.7:51ユ　:402
/
5.1:53.1　:41.7
/
5.5:51.3;43.3
/
/
/
1人当たりGDP
　　 (元)
18934
58204
46122
19877
25729
27807
27874
/
38995
/
32897
/
0.7
0.8
者1≦吋了イヒ率
　 (%)
44.9
84.5
76.3
40.3
59.2
46.8
51
/
59.1
/
63.1
/
0.9
0.8
注釈:統計 しやすいために環渤海は京津、河北、山東、遼寧 「三省二市」、長江デルタは江蘇、漸江、上海 「二省一市」、珠江デルタは広東省を指
　　　している。
出所:中 国統計年鑑2008
資料の出所:「環渤海区域経済の一体化の発展と新しいモデルの創出」劉良忠、柳新華、徐清照　蘭州商学院学報　2009.8
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及び京津翼大都市群の後に次ぎ、中国国内において第4大都市群 と
なっている。
　ところが、区域都市化の進展程度の違いで、山東半島大都市群と既
発達地区の都市群とを比べれば経済発展のレベル、産業構造、対外開
放、都市インフラ建設などの面において大きなキャップがある。そこ
で山東半島大都市群は　 まだ都市群発展の初期段階にあると言える。
　以上か ら、環渤海巨大都市群の3大主体区域の一体化については、
分散性と独立性が比較的強いという特徴と交通不便などの不利な要素
により、巨大都市群の形成と発展は困難に満ちた長い過程であること
が分かる。
　中国政府は20世紀90年代からすでに環渤海湾地域の開発開放を加
速する発展戦略を発表している。近年、環渤海 「三省二市」の経済発
展が加速されへ対外開放の拡大 と総合競争力の強化により北方経済発
展の主なエンジンとなったため、珠江デルタと長江デルタに次ぎ、中
国経済発展の第3の 「増長極」と言われているが、長江デルタ、珠江
デルタに比べて環渤海区域は依然大きな格差がある。環渤海区域の土
地面積と人口はそれぞれ長江デルタの2.5倍と1.6倍、珠江デルタの29
倍と2.5倍であることに対 し、GDPの総量は長江デルタの1.1倍、珠
江デルタの2.1倍で、1人 当た りのGDPは 長江デルタの70%、珠江
デルタの80%を少 し超える程度に留まっている。産業構造の最適化
も南の両区域より遅れているし、区域の一体化水準が比較的低 く、バ
ラバラの経済圏とも言われている。
　環渤海巨大都市群の一体化発展 を制約する原因は複雑である。内部
交流と合作の仕組み、生産要素を有効に流動化できる制度、統一した
大市場の基盤作り、交通の利便性などに欠けていることが主なネック
であるとは言えるだろう。
　環渤海区域は広すぎて、行政が多元的になっているため、都市間の
自然条件の格差は極めて大きいのである。行政区画の分割と渤海海峡
の疎隔により京津翼、遼中南、山東半島はそれぞれの経済優位、産業
構造、違った中心都市と都市体系及び各自の緊密な社会経済関係が形
成された。特に3大都市群の間の強い独立性と渤海海峡の疎隔で、環
渤海巨大都市群の一体化は大きな困難に直面し、その実行性が疑われ
ている。1992年から、「跨海渤海海峡のチャネル」の建設に関する研
究がスター トし、18年間継続されている。国家関係部門の直接組織
と協調のもとで 「跨海渤海海峡のチャネル研究工作協調グループ」が
すでに設1さ れている。ところが当プロジェクトは、まだ調査研究と
論証段階にあ り、このような膨大な橋梁とトンネル建設工事を実施す
る意義そのものを慎重に検討する必要がある。
5.長江中部大都市群
　2004年3月、温家宝総理が政府活動報告で明確に 「中部地区の大
発展を促進する」目標を発表した。その後 「中部の大発展」が日増し
に注目の焦点となった,将来の経済発展の成り行きから見れば、西部
大開発、東北振興などの国家諸戦略に次ぎ、「中部の大発展」は中国
における内需主導型経済発展モデルのモデルチェンジを実現する先行
目標になるはずである。「中部の大発展」は都市群の大発展に依存し
表3　長江中部大都市規模等級の分布
　都市
規模等級
超大城市
巨大城市
大 城 市
都市数
1
2
6
都市名及び人口(万 人)
武 漢(474.98)
長 沙(162.44),南昌(149.53)
宜 昌(66.88)、荊 州(62.20)、黄 石(60。27)、
株 洲(59.00)、湘 潭(57.54)、岳 阻(54.50)
出所:「ジップの法則と長江中部大都市群の整合」秦尊文 「都市」2007.11
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なければならない。そこで長江中部大都市群の発展は 「中部大発展」
を左右する重要性を持っている。
　改革開放以前、中国の閉鎖的市場条件のもとで、中部地域の優位が
十分発揮できた。ところが、改革開放以来、中国の経済発展戦略は次
第に 「輸入代替」から 「輸出主導」へ と方向転換をした。地域の経済
発展においても沿海地区を先に対外開放を行う戦略をとった。そこで
沿海地域の国際マーケットにおける優位が中部地域の中国国内マー
ケットにおける優位を超え、珠江デルタ、長江デルタと環渤海地域 と
いう3大巨大都市群の形成と発展に良い条件を与えた。それと同時
に、中部地域の経済発展 を減速させ、地域経済発展の格差を拡大 し
た。
　長江中部大都市群は武漢を中毛都市 とし、長沙、南昌を副中心都市
としている。湖北の武漢都市群、嚢荊宜都市群、湖南の長株潭都市群
及び江西の環鄙陽湖経済圏が含まれている。長江中部大都市群の中
で、3大巨大都市である武漢、長沙、南昌がそれぞれ三省の省都と中
心都市であり、3大都市群の 「首位都市」と 「経済核心」である。3
大都 市群は各省の経済総量に占める比率が60%を超え、周辺区域経
済発展を牽引する重要なエネルギー源であ り、三省の経済発展を推 し
進めるエンジンであるとともに 「中部大発展」の 「増長極」でもあ
る。
(一)発展の基本条件
　第一、区位条件が優位、交通便利である。大都市群の中心都市であ
る武漢は中国大陸版図の中原の腹心地帯の位置づけである。鉄道、道
路、水運、航空及びパイプ運送能力が優れており、中国東部と西部、
南方 と北方を結びつける重点地区である。
　第二、自然資源が豊富である。長江中部大都市群は長江の中部にあ
り、水の資源が豊富である。長江と漢水の利 を得て、雨uは満ちあふ
れて、川と湖が多い。それに土地資源が豊富で、洞庭湖平原、鄙陽湖
平原、江漢平原を有する。平均面積は広 く、生活居住 しやすい環境で
ある。また、農産物資源は種類が多 く、生産量も高い。質が良いの
で、全国的にも一定の地位を占めている。さらに観光資源が豊富で、
三楚と三国の文化遺跡、江南名楼、ユートピア田園山水、歴史名所な
どを有する。
　第三、産業基盤が比較的強い。長江中部大都市群は中国において早
くか ら開発され、総合力は比較的強い地区である。建国以来50年余
の発展を通じて、中国または中部地区において産業が最も密集する地
区の一つである。2005年、GDPは63919億元を達成、全国の3.419%
を占めた。それに部門がそろった現代工業化体系が整っており、その
うち、鉄鋼、自動車、光電子、非鉄金属、装備製造、建築材料、医
薬、紡績アパレルなどの業種が中国国内において一定の影響を持ち、
武漢を龍頭とし、全国に一定の影響を持つ優位産業群と産業帯が形成
された7。
　第四、武漢を龍頭 とする役割が明確である。武漢は中国の有名な古
い工業基地と中部地区の最も重要な経済中心であり、相対的に完備さ
れている産業体系を有する。武漢都市群は湖北省の東部にあり、計画
区域は武漢、黄石、sa州、孝感、黄岡、威寧、仙桃、潜江、天門とい
う9つの都市からなっている。区域経済の特徴からみると、武漢都市
群は中部地区において経済地位の優位性が明 らかであり、長江デル
タ、珠江デルタ、環渤海という三大経済発展区域に次ぎ、重点的に発
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展させる区域になっている。中国国家発展改革委員会により計画され
ている全国7つの経済核心地区の中で、中部沿江地区は第4位 に位置
づけられている。それにより、武漢地区は全国第4の経済 「増長極」
なる潜在力を有する。
(二)直面する問題点
　まず、当区域は分業協力関係が比較的弱い。長江デルタ巨大都市群
の間の緊密な分業、協力と相互補填関係と違って、長江中部大都市群
は長期にわたって計画経済の影響を受け、各都市が違った経済発展の
段階にあるため、まだ合理的な都市間の分業、協力と相互補填関係が
形成されず、都市機能の位置付けがはっきりしていないため、低 レベ
ルの重複建設が普遍的なもので、資源の無駄遣いと不合理な配置によ
り都市間の産業構造が同質になり各地の自らの優位匪と競争力の形成
を阻害した。
　次ぎに、インフラネット体系が整備されていないことである。大都
市群の内部の交通ネット体系が整っておらず、その機能も不完全であ
る。また、情報ネットワークの交換と連携が出来ておらず、情報資源
の開発 と共用が不十分であり、サポー トのプラットホームが欠けてい
ることから、長江東部大都市群の一体化発展におけるネック問題は依
然厳 しいものである。
6.「都市化構造」計画を実現する難点
　よく知 られている通り、中国の国十は広いにもかかわらず、開発に
適する面積は広 くなく、1人当たりの土地面積はさらに少ない。ある
資料によると中国の約60%の国土は山地と高原であり、なおかつ空
気が薄い。都市化の開発に適する土地面積から保護しなければならな
い耕地と建設に使った空間を控除した、今後都市化開発に利用できる
面積は全国陸地国土の3%し か残っていない。
　今、中国において多くの地域のCISili化が行政区に従う行動をとり、
各級の行政区が盲目的に都市化を図るため、都市化の空間配置がラ撒
的になる現象がよく見 られる。そこで 「都市化構造計画」を実現する
ために、以下の問題点を解決すべきである。
　第一、区域問の発展を平衡化することである。
　区域の協調発展は経済総量が各地域に平均分布することではなく、
主な経済活動が一部狭い国土空間にて行われるものである。経済を集
表4　 1人当たり土地資源における上位5位 と下位5位 の地区
地　区
内モンゴル
青　海
新　彊
黒竜江
吉　林
福　建
北　京
広　州
貴　州
上　海
建設用地面積
(万ヘクタール
　 2008年)
149.2
32.7
124.0
149.2
106.5
64.7
33.8
179.0
55.7
25.4
　 入　口
(万人2010年)
2471
563
2181
3831
2746
3689
1961
10430
3475
2302
　 1人当た り
建設用地面積
(ヘクタール/人)
0.0604
0.0581
0.0568
0.0390
0.0388
0.0175
0.0172
0.0172
0.0160
0.0110
出所:《中国統計年鑑2010》
表5　各区域土地利用開発強度の上位5位 と下位5位の地区(2008年)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位:万 ヘクタール%
地　区
全　国
天　津
上　海
北　京
江　蘇
山　東
雲　南
内モ ンゴル
新　彊
青　海
チ ベ ッ ト
土地調査面積
95069.3
119.2
82.4
164.1
1067.4
1571.3
3831.9
11451.2
16649.0
7174.8
12020.7
農業用地
65687.6
69.3
36.7
109.6
671.6
1156.6
3176.0
9523.0
6308.5
4372.4
7760.6
建設用地
3305.8
368
25.4
33.8
193.4
251.1
81.6
149.2
124.0
32.7
6.7
開発強度
　(%)
3.48
30.90
30.77
20.58
18.12
15.98
2.13
1.30
0.74
0.46
0.06
出所:《中国統計年鑑2010》
表6　各地区土地利用開発強度上位5位 と下位5位 の地区(2008年)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位:万 ヘクタール%
地　区
全　国
天　津
上　海
北　京
江　蘇
山　東
雲　南
内モンゴル
新　彊
青　海
チ ベ ッ ト
土地調査面積
95069.3
119.2
82.4
164.1
1067.4
1571.3
3831.9
11451.2
16649.0
7174.8
12020.7
農業用地
65687.6
69.3
36.7
109.6
671.6
1156.6
3176.0
9523.0
6308.5
4372.4
7760.6
建設用地
3305.8
36.8
25.4
33.8
193.4
251.1
81.6
149.2
124.0
32.7
6.7
開発強度
　(%)
3.48
30.90
30.77
20.58
18.12
15.98
2.13
1.30
0.74
0.46
0.06
出所:《中国統計年鑑2010》
約する区域に相応の割合の人口も集中する必要がある。就労能力を持
つ労働人口を集めると同時に労働人口が扶養する人口も集めなければ
ならない。
　中国においてGDPが最も多い広東は最も少ないチベットの89倍で
あ り、1人 当たりのGDPの最高地域 と最低地域のギャップは7.6倍
である。
　第二、区域問の公共サービス、生活条件、生活水準の格差を縮小す
ることである。
　中国の都市と農村の地区発展のアンバランス問題の根本は都市 と農
村間の公共サービスと生活条件の格差が過大になったことである。戸
籍制度及びその裏に隠されている公共サービス供給体制の制約によ
り、労働人口の大移動によって流入された地区が、流動化 した就業労
働人口が作ったGDPと税収を得たのに対し、労働人口が流出した地
区は、その家族の公共サービスを負担しなければならないし、均衡を
求める財政の再分配の規模が足 りないため、結局各区域の1人当たり
の公共財政支出と公共サービスは格差が生じ、2009年中国の1人 当
たり財政支出の最 も高い区域は最低区域の5.3倍もある。それは区域
の協調を推進するために解決しなければいけない喫緊の問題である。
　第三、一定空間に集まる人口と経済規模、または当地資源環境の積
載能力とが協調することである。
　今、中国の一部の都市に 「都市病」の病症がみ られている。表面的
には人口の大量流入によるものであるが、実際は過度に集中した都市
機能が当地の資源環境の積載能力を超過したわけである。中国の一部
の区域の開発強度はすでに30%、さらに40%になっている。それを
うまく収めないと、近い将来に生活と居住ができな くなる恐れがあ
る。
註
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